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�愛媛県告示第５５２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２８年５月１０日から２３日まで

�������
�愛媛県告示第５５４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県中予保健所及び

松前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２８年５月１０日

愛媛県中予保健所長 三 木 優 子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

代表取締役社長 木下孝幸

２ 工場の名称及び所在地

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

３ 特定施設に関する事項

�愛媛県告示第５５３号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定により告示す

る。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

東温
第１
号

松山市文京町３番 愛媛大学生活協同組合 東温市志津川４５４番地
愛大医学部キャンパス内 アルストア

平成２８年４月２２日

毎週（火・金）曜日発行 第２７７１号 平成２８年５月１０日

平成２８年５月１０日火曜日 第２７７１号

愛 媛 県 報
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 工場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の値

並びに汚水等の１日当たりの量

� 第５排水口（合併浄化槽排水及び冷却水）

� 第６排水口（排水処理水及び冷却水）

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第３号ホ 湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４．０トン

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１カ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ６～９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３２０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．０

最大 ４．０

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ８００

通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

通常 １

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ２７０

通常 ２５０

最大 ２７０

設 置 年 月 日 平成１９年１月１８日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理化学処理

処 理 施 設 の 型 式 流動床式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製 地上設置型

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４．５メートル 横４２メートル
高さ５．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２７０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理、活性汚泥処理及び凝集沈殿処
理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０９

最大 ４１１．３

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６

最大 ７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

愛 媛 県 報平成２８年５月１０日 第２７７１号
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�愛媛県告示第５５７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

城川町魚成土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出があ

った。

平成２８年５月１０日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

就 任

�愛媛県告示第５５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５５８号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７５０

最大 ９２０

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 皿ヶ嶺公園滑川線
東温市河之内字落出甲６９２番８地先から

同市河之内字イダラ乙５５４番５地先まで

旧 ３．７～１０．１ ０．２８０

新 ４．８～２７．０ ０．２８０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線
東温市南方字市場２８０番１地先から

同字２６３番３地先まで

旧 ９．８～１５．１ ０．１２２

新 ９．９～１５．１ ０．１２２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宇都宮 豊 西予市城川町魚成３９６２番地

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

東芝製ＩＣ運転免許証作成
用消耗品免許証生カード
（新規、一般、優良）

１４３，８５６円
（単価）

東芝製ＩＣ運転免許証作成
用消耗品インクリボン（イ
エロー、マゼンダ、シアン）

愛媛県警察本部警務部
会計課
愛媛県松山市南堀端町
２番地２

平成２８年３月３０日
株式会社東芝四国支社
支社長 瀬田 肇
高松市寿町二丁目２番７
号

２７，３４５円
（単価）

契約の相手方のみ調達できる物品
であるため、地方自治法施行令第
１６７条の２第１項第２号の規定を
適用し随意契約とした。

東芝製ＩＣ運転免許証作成
用消耗品インクリボン（ク
ロ）

１４，３６４円
（単価）

東芝製ＩＣ運転免許証作成
用消耗品免許証保護膜 Ｕ
ＶＣリボン

３２，７２４円
（単価）

愛 媛 県 報平成２８年５月１０日 第２７７１号

３８３



公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

マイナンバー利用事務系ネットワーク（税務事務）端末機等

の借入れ

� 借入物品名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成２９年１月１日から平成３３年１２月３１日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

� 借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が整備

されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成２８年６月２７日（月）から同月

２９日（水）までの電子入札システムの稼働時間中（愛媛県の

休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条第１

項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）以外の

日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後５時まで）を

いう。以下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成２８年６月２７日（月）から同月２９

日（水）までの受付時間中（県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所
に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成２８年６月２９日

（水）午後５時までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年６月３０日（木）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画振興部政策企画局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書（以下「審査申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、平成２８年５月１０日（火）から同

年６月３日（金）までの電子入札システムの稼働時間中に

提出すること。

� 紙入札による場合は、平成２８年５月１０日（火）から同年

６月３日（金）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成２８年６月

３日（金）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

東芝製ＩＣ運転免許証作成
用消耗品免許証ラミネート
オーバーコートリボン

１３，９７５円
（単価）
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� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Relevant

devices and Services for the My Number Network System

（Tax Affairs），１ set

� Time limit of tender：５：００ p．m．，２９ June２０１６

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８７
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

マイナンバー利用事務系ネットワーク（税務事務以外）端末

機等の借入れ

� 借入物品名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成２９年１月１日から平成３３年１２月３１日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

� 借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が整備

されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成２８年６月２７日（月）から同月

２９日（水）までの電子入札システムの稼働時間中（愛媛県の

休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条第１

項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）以外の

日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後５時まで）を

いう。以下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成２８年６月２７日（月）から同月２９

日（水）までの受付時間中（県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所
に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成２８年６月２９日

（水）午後５時までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年６月３０日（木）午後２時

愛媛県庁本館１階 企画振興部政策企画局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書（以下「審査申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、平成２８年５月１０日（火）から同

年６月３日（金）までの電子入札システムの稼働時間中に
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提出すること。

� 紙入札による場合は、平成２８年５月１０日（火）から同年

６月３日（金）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成２８年６月

３日（金）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Relevant

devices and Services for the My Number Network System

（exclude： Tax Affairs），１ set

� Time limit of tender：５：００ p．m．，２９ June２０１６

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８７
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争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が平成２８年４月２８日あったので公表する。

平成２８年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２８年度夏季一時金その他に関する事項

２ 日時 平成２８年５月１３日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

一般財団法人 真光會 松山市南高井１４９１

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�正 誤

平成２７年５月１９日付け第２６７３号愛媛県告示第６５８号（解除予定保

安林にする旨の通知）中

�������
�正 誤

平成２７年１０月２０日付け第２７１７号愛媛県告示第１２７８号（解除予定保

安林にする旨の通知）中

ページ 箇 所 誤 正

５３７
１ 解除予定
保安林の所
在場所

大洲市肱川町宇和川７５
９の１、７５９の５、７６０
の７、７６０の８

大洲市肱川町宇和川７５
９の１・７５９の５・７６０
の７・７６０の８（以上
４筆国有林）

ページ 箇 所 誤 正

１０９７
１ 解除予定
保安林の所
在場所

四国中央市新宮町馬立
３１７の２

四国中央市新宮町馬立
３１７の２（国有林）

平成２８年５月１０日 発行
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